
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

計画の特徴 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
   
 

 

 

 

 

 

 

 

 社会福祉協議会（地区社会福祉協議会/福

祉協力員/ｺﾐｭﾆﾃｨｰﾜｰｶｰ/ふれあい・いきいき

サロン），地域まちづくり組織，自治会，  

ＮＰＯ，民生委員児童委員，障がい者相談

員，ボランティア，地域包括支援センター，

障がい者生活支援センター，教育・保育施

設，各社会福祉施設，地区市民センター 等 

 
  
・「社会福祉法」の改正（平成３０年４月，令和４年２月） 
  ⇒地域福祉計画の策定を努力義務化し，各分野計画の上位に位置づけ 
  ⇒市町村が地域の複雑・複合化した課題に対する包括的支援体制を円滑に構 

築するための仕組みを創設 
・「成年後見制度の利用促進に関する法律」の公布（平成２８年４月） 
  ⇒市町村に対し成年後見の利用促進に関する施策等に係る基本的な計画策 

定を努力義務化 
・「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する 
法律」制定（令和４年５月） 

⇒地域の実情を踏まえ、障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に
係る施策を策定・実施が定められる。 

 
・人口減少社会の到来 
【2022】518,865人⇒【2040】472,175人 ※ピーク【2017】520,197人 
※2025年頃には，人口ボリュームの大きい団塊の世代が後期高齢者の年齢に達す 
ることが見込まれる。 
・単身高齢者数の増加  【2022】19,032人⇒【2040】28,660人 
・三障がい手帳所持者の増加【2017】22,754人⇒【2021（実績）】24,905人 
・複雑化・複合化した問題を抱えるケース数の増加（保健福祉拠点把握状況） 
【2019】702件⇒【2021】916件 
・要支援者の増加 

児童虐待受付件数：【2017】 99件⇒【2021（実績）】 212件 
生活困窮者自立相談支援事業新規相談受付件数:【2017】6,650 世帯⇒【2021（実績）】6,689 世帯  

・認知症の人の数が増加 【2017】15,180人⇒【2021】：18,153人 
・成年後見制度に関する初回相談件数が増加傾向 
【2019】137件⇒【2021】：194件 

 社会福祉協議会（地区社会福祉協議会/福

祉協力員/ｺﾐｭﾆﾃｨｰﾜｰｶｰ/ふれあい・いきいき

サロン），地域まちづくり組織，自治会，  

ＮＰＯ，民生委員児童委員，障がい者相談

員，ボランティア，地域包括支援センター，

障がい者生活支援センター，教育・保育施

設，各社会福祉施設，地区市民センター 等 

 

・ 社会福祉法第１０７条に規定する市町村地域福祉計画 

・ 宇都宮市やさしさをはぐくむ福祉のまちづくり条例第７条に規定する計画 

・ 第６次宇都宮市総合計画の分野別計画（健康・福祉・医療） 

・ 「成年後見制度の利用の促進に関する法律」第１４条第１項の規定に基づき， 

市町村が策定する成年後見制度利用促進計画 

令和５年度～令和９年度の５年間 

２ 計画の位置付け 

３ 計画の期間 

 
・すべての市民が，社会で孤立することのないよう，住み慣れた地域で絆を 
深めながら，支え合うことができる「地域共生社会」を構築するため，「市 
民」，「地域」，「公共」のそれぞれの立場における「支え合い」による地域 
福祉の推進するもの 

・「地域福祉」という視点から，各計画に共通する理念と，各分野個別計画を 
つなぎ合わせ，取組の方向性を示し，施策を展開するもの 

・複雑化・複合化した福祉課題などの問題について，多機関との協働により，
包括的な支援や地域づくり支援，参加支援を重層的に実施するための施策 
事業を推進するもの 

・包括的支援体制の整備と成年後見の利用促進を一体的に推進するため，「成 
年後見制度利用促進基本計画」を包含して策定するもの 

・地域福祉活動の中核を担う社会福祉協議会と緊密な連携・協働による地域 
福祉の推進を図るもの 

４ 計画の特徴 

 
本市においては，少子高齢化の進行等により，単身高齢者や障がい 

者，生活困窮者，ひきこもりなど地域から孤立しがちな市民が抱える問題 
は，複雑化・複合化してきている。 

このため，すべての市民が，社会で孤立することのないよう，住み慣れた
地域で絆を深めながら，支え合うことができる「地域共生社会」の実現に向
け，地域の多様な主体が，参画・協働しながら，複雑化・複合化した課題の
早期発見・早期支援のための相談支援体制整備や，地域の支え合いの仕組み
づくりなどのソフト施策と，生活環境整備やバリアフリー整備などのハード
施策の両面から，一体的に福祉のまちづくりを推進するため，「(仮称)宇都
宮市地域共生社会の実現に向けた福祉のまちづくりプラン」を策定するもの 

１ 計画策定の目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・地域との「絆」や「つながり」を感じる人の主観的幸福感 
 【感じる】高い（8点以上）69.5% 低い（8点未満）30.5% 
 【感じない】高い（8点以上）37.2% 低い（8点未満）62.8% 
・地域の「絆」や「つながり」 
 【感じる】37.4％【感じない】31.1％【わからない】30.1％ 
・隣近所にしてほしい手助けの内容（上位２つ） 

【災害時の手助け】38.1％【安否確認の声かけ】23.1％ 
・隣近所に自分ができる手助けの内容（上位２つ） 

【災害時の手助け】51.1％【安否確認の声かけ】44.8％ 
・福祉のまちづくり条例の規定による整備基準への適合状況 
 【対象外】46.3%【適合】22.7％【わからない】21.3％ 
 【未整備】7.1％ 
・市民活動に参加ない理由（障がい者） 
 【興味・関心がない】26.1％【物理的バリア】19.7% 
【心理的バリア】12.1％ 

・外出時の不便さを感じる場面（障がい者） 
 【公共交通機関】41.1％【障がいへの理解不足】34.1％ 
 【トイレ】26.7％ 
 

 
《地域での支え合いの必要性》 
・コロナ禍で「集まる機会」やコミュニケーション
が減っており，地域とのつながりの必要性を感じ
る／近所のかかわりが希薄化している。 

・高齢者，特にひとり暮らし高齢者がふえており，
地域の支え合いが必要である。 

・留学生の視点に立つと，地域のつながりを感じら
れない。 

《困りごとを抱える人への支援》 
・自分から「助けて」と声を挙げる人が少ないため，
ニーズの把握が困難 

・プライバシーの部分まで把握する事は難しい。 
・自治会で見守り活動を実施している。 
《市民活動への参加》 
・若い世代への参加の呼びかけ（ポイント制，イベ
ント開催など） 

・お付き合い程度の市民活動から始めることが大切
（参加へのハードルを下げる） 

５ 市民・事業者アンケート調査結果 ６ 地域ブロック別市民意見交換会 

◆「絆」「つながり」への市民意識の醸成 
⇒ 住民同士の支え合いや福祉への興味関心を高めるとともに，福祉の担い手を確保・育成するための意識
醸成に向けた取組の充実やきっかけづくりが必要 

◆支え合いによる地域づくりの推進 
⇒ 住民同士の支え合いを促進できるよう，支え合いの地域づくりへの支援が必要 
⇒ 市民が市民活動に参加できるよう，参加への誘導策や機会の創出が必要 

◆市民が抱える複雑化・複合化した問題への対応 

⇒ 高齢・障がい・貧困・子どもなど様々な分野において複雑化・複合化する市民の問題を早期に発見 
し，解消できるよう，市民に身近な場所で相談できる相談支援の充実が必要 

⇒ 住み慣れた地域で安心して尊厳をもって暮らすことができるよう，成年後見制度の利用促進と権利擁
護支援のニーズへのきめ細かな対応が必要 

◆ユニバーサルデザインの推進 
⇒ 誰もが安全・快適に日常生活を送ることができるよう，継続的な公共的施設等のハード面のバリアフ
リーを推進するとともに，心のバリアフリーの充実が必要 

⇒ 誰もがデジタル技術を活用できるよう，情報のバリアフリーの推進が必要 

７ 課題の総括 

 基本理念を具現化した本市が目指す福祉
のまちの姿を，課題の総括を踏まえて設定 

■思いやりがあふれるまち 

■地域で支え合うまち 

■安心・快適に暮らせるまち 

 

 
 目指す福祉のまちを実現するための３つ
の基本目標を設定 

１ 福祉のこころをはぐくむ人づくり 

２ 共に支え合う地域づくり 

３ 安心して暮らせる福祉の基盤づくり 

 
福祉都市宣言 

 

第３章 計画の基本理念
と目標 

３ 基本目標 

１ 国の動向等 

宇都宮市やさしさをはぐくむ福祉のまちづくり条例 

第１章 計画の目的，位置付け等 

２ 本市の現状 

（仮称）宇都宮市地域共生社会の実現に向けた福祉のまちづくりプラン 素案（概要版） 
 

 
■第４次計画の成果指標（市民・事業者アンケート調査結果） 
  市民活動に参加意欲のある市民  H29実績：48.9%  R4目標：75%     ⇒ 実績：33.7% 
  情報提供に満足している市民   H29実績：79.2%  R4目標：85%      ⇒ 実績：51.3% 
  市民活動に参加している市民   H29実績：12.3 % R4目標：15%    ⇒ 実績： 8.5% 
■主要３６取組の進捗評価 Ａ評価(達成率 100％以上)4 取組 Ｂ評価(70％以上)23 取組 Ｃ評価(70％未満)３取組 

感染症の影響を勘案して評価を実施した結果，全体として主要取組は概ね順調に進捗 
・ しかしながら，各基本目標に係る成果指標については，新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う行動制限
により，交流機会が減少したことや，感染症拡大に伴う情報需要が高まる中，従来の情報発信の手法が市民の情
報取得手法と合致しなかったことなどの影響により，減少したものと考えられる。 

・ 一部の取組については，感染症の影響が最小限となるよう，ＩＣＴを活用するなどして実施したところであり，
今後も，感染症による状況の変化を踏まえ，地域福祉のさらなる推進に向けた取組を一層充実・強化していく必
要がある。 

３ 本市の福祉を支える様々な資源 

２ 目指す「福祉のまち」の姿 

社会福祉法 

第２章 地域福祉を取り巻く環境と課題の整理 

４ 第４次計画の評価 

別紙１ 

 

第６次宇都宮市総合計画 

宇都宮市地域福祉活動計画 

[宇都宮市社会福祉協議会] 
栃木県地域福祉 

支援計画[栃木県] 

庁外の関連計画 

１ 基本理念 

(仮称)宇都宮市地域共生社会の実現に向けた福祉のまちづくり
プラン(第５次宇都宮市やさしさをはぐくむ福祉のまちづくり
推進計画／成年後見制度利用促進計画) 
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庁内の保健福祉分野別計画 
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 本計画では，「人づくり」「地域づくり」「福祉の基

盤づくり」の３つの基本目標を柱に，基本施策・施策・

取組の体系を組んでいます。 

 

 

 本計画では，全体で９７の取組を計上しています。こ

のうち，各施策を代表的するものや効果的なものなどの

３７事業を「重点取組」として位置付け，計画的に推進

していきます。 

 重点取組は，計画期間内における毎年度の数値目標を

明確にし，毎年度，推進組織で進行管理し，その他の取

組についても各所管課において主体的に進行管理を行

います。（数値目標がなじまない取組については，定性

的な評価を行います。） 

 

 本計画では，福祉のまちづくりや地域福祉の推進に

資する施策について，高齢者，障がい者，子どもなど

の福祉の分野を問わずに体系を組んでいます。なお，

高齢者，障がい者，子どもに関する施策全体について

は，各分野で計画を策定しています。 

 

 右の施策体系では，基本目標・基本施策・施策ごと

に，全取組のうちの重点取組と主な目標指標を示して

います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 本計画の推進にあたっては，デジタル技術（※）を

活用しながら，効果的に事業を展開するとともに，

市民や事業者等の理解や協力が必要不可欠である

ため，関係機関や団体などと連携しながら，あらゆ

る機会を通じて本計画を広く周知し，推進していき

ます。 

 （※）ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション） 

 

 本計画を確実に推進するため，３７の重点取組

について目標を立てて，庁内の推進組織や外部組

織（宇都宮市社会福祉審議会）により，計画の進捗

状況等の検証を行うとともに，状況に応じて事業

内容や目標値等の見直しを行います。 

 また，評価結果については，市ホームページなど

で公表していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本施策・施策・重点取組 基本目標 

第４章 施策の方向と展開 

基本目標１ 福祉のこころをはぐくむ人づくり
地域福祉を担う，市民一人ひとりの意識の中に，他者 

を理解し，やさしさや思いやり，互いを尊重する気持 

ちをはぐくみ，地域での助け合いや支え合いを推進で 

きるよう，福祉のこころの醸成，福祉共育の充実，地 

域福祉の担い手の発掘や育成に取り組んでいきます。 

【成果指標】 
市民に身近な地域活動に参加意欲のある市
民の割合 

（現状値）     （目標値） 
３３．７％  ⇒  ５０．０％ 

基本目標２ 共に支え合う地域づくり 
誰もが社会参加により生きがいを持つとともに，地

域の中で活動する様々な団体や個人，事業者及び行政

が互いにその機能・役割について共通認識を持ち，課

題を共有し，ネットワークを構築して，共に支え合う

ことができる体制づくりを推進します。 

基本施策１ 福祉のこころの醸成  
施策① 共生のこころをはぐくむ市民意識の啓発  
 ・【新】共生のこころをはぐくむプロモーション 動画再生件数 R3:－ ⇒ R9:85万回 
・【継】こころのユニバーサルデザイン運動の推進 障がい者シンボルマーク等の認知度 
・【継】障がいや障がい者への理解促進及び差別解消 R3:45.8％ ⇒ R9:59.0% 

基本施策２ 福祉教育の推進と福祉に関する人材の育成  
施策① 福祉教育の推進  
・【継】宮っ子心の教育の推進 「学習と生活についてのアンケート」における設問「誰に対して

も，思いやりの心を持って接している」と回答した中３生徒の割
合 R3:93.9% ⇒ R9:95.0% 

・【拡】すべての世代を対象とした福祉共育の推進 講座開催回数 R3:26回 ⇒ R9:120回 
講座受講者数 R3:950人 ⇒ R9:4,323人 

施策② 福祉に関する人材の育成  
・【新】若者ボランティア認定制度  
・【新】「宮デジサポーター」養成事業 宮デジサポーターの養成人数 R3:－ ⇒ R9:25人 

 

基本目標３ 安心して暮らせる福祉の基盤づくり 

福祉課題が複雑化・多様化する中，すべての市民が

多様な福祉サービスを適切に受けられるよう，デジタ

ル技術や様々なデータを活用しながら，わかりやすい

情報提供や分野横断的な相談支援に取り組んでいきま

す。 
 また，地域の特性や周辺環境，ニーズや優先性を十分

考慮しながら，市民にとって快適な都市基盤・生活基盤

の整備を計画的に推進していきます。 

【成果指標】 

共生型の相談窓口で受けた相談が支援に
つながった割合 

（現状値）   （目標値） 

－   ⇒  １００％  

【成果指標】 
地域における居場所への参加者延べ人数 
（現状値）        （目標値） 

７８，６６９人  ⇒ １１０，０００人 

 

１ 施策体系 

２ 取組の全体像と主要取組 

３ 基本目標ごとの取組 

４ 対象者ごとの取組 

第５章：計画の推進に向けて 

２ 計画の進行管理 

１ 計画の推進体制 

主な目標指標 ※R9 は年度末の見込値 

 

基本施策１ 市民の主体的な地域活動への支援  
施策① 地域における活動への支援  
 ・【継】まちづくり活動応援事業の推進 まちづくり活動応援事業への登録者数  R3:1,816人 ⇒ R9:11,000人 
・【拡】自治会加入促進 自治会加入世帯数 R3: 148,370世帯 ⇒ R9:150,000世帯 
・【継】民生委員児童委員活動等に対する支援  
・【継】福祉協力員活動の推進 ボランティアセンター登録団体数 R3:359 団体 ⇒ R9:362 団体 
・【継】ボランティアセンターの充実 ボランティアセンター登録個人数 R3:60人 ⇒ R9:68人 

施策② 地域交流の場づくりへの支援  
 ・【新】宮っこの居場所づくりの推進 宮っこの居場所の開設数  R3:23か所 ⇒ R9:74か所 
・【拡】ふれあい・いきいきサロン事業の推進 ふれあい・いきいきサロン設置か所数  R3:306か所 ⇒ R9:360か所 

基本施策２ 社会参画の促進  
施策① 生きがいづくりの支援  
・【拡】ふれあい・いきいきサロン事業の推進（再掲）  

施策② 地域資源との繋がり支援  
・【新】参加支援マッチング事業  

基本施策３ 共に支え合う地域ネットワークづくり  
施策① 地域の多様なネットワーク機能の充実  
 ・【新】認知症になっても地域で安心して暮らせる環境の整備  見守りグッズ利用者数  R3:－ ⇒ R9:2,000人（累計） 
・【拡】コミュニティワーカーの育成支援  
・【新】（仮称）支え合い協議会の設置  

 

基本施策１ 多様な福祉サービスの充実  
施策① 情報提供の充実  
・【継】広報手段や公共掲示物のバリアフリーの推進  

施策② 保健と福祉に関する相談機能の充実  
・【新】包括的相談支援事業 保健福祉拠点における相談件数 R3:－ ⇒ R9:675件 
・【新】こども家庭センターの設置  
・【新】アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 アウトリーチ等の実施件数 R3:－ ⇒ R9:200件 

施策③ 福祉サービスの質の向上  
・【継】宮っ子ステーション事業の推進 放課後子ども教室に係る延べ地域活動者数（年間） R3:－ ⇒ R9:200件 

施策④ 福祉ネットワークの強化  
 ・【新】多機関協働事業 多機関協働事業支援申し込み件数 R3:－ ⇒ R9:29,320件 
・【新】ヤングケアラー対策の推進  
・【新】不登校児童生徒の個々の状況に応じた支援の充実 不登校児童生徒のうち，「学びの機会」を保障し，将来の「社会

的自立」に向けた支援につながった児童生徒の割合 
・【新】つながりサポート女性支援事業 R3:74.1% ⇒ R9:85.0% 

施策⑤ 福祉ネットワークの強化  
 ・【継】障がい者の就労支援の充実  
基本施策２ 権利擁護支援の充実  
施策① 権利擁護の相談・支援の推進  
・【新】「成年後見制度利用支援事業」の効果的な運用 相談件数 R4:200件 ⇒ R9年度：400件 

施策② 中核的な役割を担う機関による権利擁護の推進   
・【新】中核機関の設置・運営 市民の成年後見制度の認知度  R3:－ ⇒ R9:調整中 

施策③ 地域連携ネットワークの構築  
・【新】関係機関の協働による地域連携ネットワークの構築   

施策④ 子どもの自主的・自立的な活動に向けた支援  
・【新】ヤングケアラー対策の推進（再掲）  

施策⑤ 更生に向けた支援の充実  
・【新】社会を明るくする運動  

施策⑥ 虐待防止対策の推進  
・【継】虐待・DV防止対策の強化  

基本施策３ 快適な生活基盤の計画的な整備  
施策① 身近な移動環境や生活利便性の向上  
・【新】民間賃貸住宅を活用した住宅確保要配慮者の居住安定化の推進  
・【継】誰もが利用しやすい公共交通ネットワークの構築 公共交通カバー率（人口） R3:90.3% ⇒ R9:98.7% 

施策② 地域交流の場となる空間づくり  
施策③ 公共的施設等のバリアフリーの推進  
・【継】公共的施設のバリアフリーの推進  
・【継】ＬＲＴやバスなど公共交通機関のバリアフリーの推進  ノンステップバスの導入率 R3:61.3% ⇒ R9:74.8% 

 


